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学校給食における地産地消の取り組みと課題

佐賀大学経済学部准教授

品川 優

１．はじめに

２００５年６月に制定した食育基本法では，各市町村に対し食育推進基本計画の策定を義務づけている。

そこでは２０１０年度までに，学校給食に使用する食材のうち３０％以上（食材ベース）を県内産が占める

ようにするという目標を打ち立てている。さらにそれを後押しするように，０８年に学校給食法が改正

され，学校給食で県内産の農畜産物の活用に努めることが明記された。

佐賀県では，早くから学校給食に県内産の食材を使用することに取り組んできた。その１つが，

２００３年に県単事業で実施した「ふるさと食の日」である。「ふるさと食の日」は，副食（おかず）を

対象として，県内産の食材を重量ベースで８割以上使用した学校給食を，年間１０日以上実施すること

を目的とした事業である。達成した学校には，県と市町村から１食あたり上限１４０円が交付される。

このように県ぐるみによる学校給食への県内産農畜産物の使用の推進とその意識の醸成によって，

２００７年度の県内産の食材使用率は，全国平均の２３．３％に対し，佐賀県は４４．２％と２０ポイント近く上

回っている。しかも県レベルでみると，２０１０年度目標をすでにクリアしている。そしてこうした先進

地域が，本稿で取り上げる鳥栖市である。

本稿では鳥栖市を事例に，後述する「食ネット鳥栖」や「鳥栖モデル」といわれる学校給食への地

元産農産物の供給システムが構築された背景と現在の取り組み状況，そこでの問題点について明らか

にし，地元産農産物の使用がより拡大するための課題（方策）について若干の考察をおこなうことに

する。

なお，本稿では，基本的に農産物の生産範域を，地元産＝鳥栖産，県内産，県外産の３つに分類す

るとともに，鳥栖市は佐賀県の県境に位置する関係から久留米市や小郡市，大刀洗町など隣接する周

辺地域を「生活圏」と呼称し，これら地域は県外産とは区別して捉えることにする。

２．「食ネット鳥栖」の立ち上げ

鳥栖市では，２００４年に「食ネット鳥栖」を立ち上げている。食ネット鳥栖は，鳥栖保健所が食と健

康に関するイベントを企画した際に，三神農業改良普及センターに食の面でのサポートを依頼したこ

とがはじまりである。その後，その延長で食と健康を追求する保健所と，安全・安心な地元農産物の

供給および地元での消費の拡大といった地産地消を展開したい農業関係諸機関による連携の形が食

ネット鳥栖である。

図１に示すように，食ネット鳥栖は行政機関だけではなく，地元の農家や加工グループといった生
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産者，スーパーや直売所などの販売業者，学校や消費者団体などの消費者，病院・福祉施設や保健医

療団体などの医療福祉関係，そして地域ボランティアなど食と健康に関係する１６の機関・組織が参加

し，ネットワークを構築している。食ネット鳥栖には特別な予算は組まれておらず，必要に応じて関

係諸機関の事業予算を活用する方式をとっている。したがって，予算が組まれていないため特定の事

業に縛られることはなく，言い換えれば地域のニーズに合わせて機敏かつ柔軟に活動することができ

るというメリットがある。その一方で，あくまでも横のつながりの組織であることから，組織や活動

がバラバラになりやすいというデメリットを抱えることになる。しかし，そのデメリットは，事務局

や代表者を設けないこと，月１回の定例会を開催すること，そこでの協議事項や司会・運営は関係諸

機関の持ち回りでおこなうことなど，常に関係諸機関に当事者意識をもたせるように工夫することで

カバーしている。

食ネット鳥栖の活動の柱として，次の３点を掲げている（図２）。第１は，「健康づくりの推進」で

ある。それは，駅前のショッピングセンターで出張保健所をおこない，血圧や体脂肪の測定，健康相

談だけではなく，地元農産物の加工や調理法の紹介など食を取り込んだ健康づくりを啓発している。

第２は，「環境に優しい農産物の地産地消の推進」であり，のちにみる学校給食に地元産農産物を

供給する取り組みである。

第３は，「食農教育の展開」であり，農家や食生活改善推進員（ヘルスメイト）を「ふるさと先生」

と称し，ふるさと先生が保育園や小・中学校で地元農産物のレクチャーや料理方法，地域・伝統料理

を伝えるなどの食育に取り組んでいる。

このような地域一体の取り組みは，地域に根ざした食育推進協議会が実施する「食育コンクール」

図１ 食ネット鳥栖のネットワーク

資料：『鳥栖市勢要覧２００８』p１９。
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で評価され，食ネット鳥栖は２００６年に最優秀賞を受賞している。そこで次節では，食ネット鳥栖の第

２の柱である学校給食への地元農産物の供給システム，いわゆる「鳥栖モデル」についてみていくこ

とにする。

３．鳥栖モデルと学校給食

� 学校給食の概要

鳥栖市には小学校が８校ある。学校給食のうち主食のパンとごはんは，県学校給食会から委託を受

けた鳥栖市内の食品業者がつくり，副食は自校方式で調理している。ただし８校のうち，弥生が丘小

学校は２００８年に田代小学校から分離したため，給食施設を有していない。そのため，学校給食につい

てはこれまでどおり田代小学校で調理し，それを弥生が丘小学校へ配送している。１日の配食数

（２００８年９月）は，最も多いのが田代小学校（弥生が丘小学校分を含む）の８８０食，最も少ないのが

基里小学校の３９０食で，８校全体では約４，８００食を配食している。

栄養士は，現在７つの小学校に５人が配属されている。文部科学省の設置基準では，学生５５０人に

１人を配置することになっており，５５０人を下回る若葉小学校と基里小学校の２校については，栄養士

が１人ずつ兼務する形で対応している。学校給食の献立や食材の指定は，栄養士の裁量の範囲である。

学校給食用の農産物を納入する業者は８業者あり，業者によって担当する小学校が定められている。

納入業者は１ヶ月交替で農産物を納入している。鳥栖モデルがはじまる以前は，納入業者は青果市場

から農産物を購入し，農産物の形やみた目のよいもの，価格の安いものが購入する際の主要な判断基

準とされていた。その結果，地元産や県内産の農産物よりも，県外産のものが中心となっていた。た

だし先述したように，県外産のなかには久留米市など鳥栖市と隣接する生活圏からのものも多く含ま

れており，遠隔地からの購入というイメージとはやや異なる。そうしたなか，食ネット鳥栖の第２の

柱に掲げられている地元産農産物を学校給食に供給するシステムとして，２００６年に鳥栖モデルがつく

られた。

図２ 食ネット鳥栖における活動の支柱

資料：『鳥栖市勢要覧２００８』p１９。
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� 鳥栖モデルの概要

図３は，鳥栖モデルの概要を示したものである。これまでは，栄養士と納入業者の間で学校給食用

の農産物を発注－納入する１対１の関係であった。ところが，地元産農産物を学校給食に使用しても

らうためには，地元産農産物を最も取り扱う農協や，農協が運営し地元の農家が出荷・販売をしてい

る直売所の参画が不可欠であった。そこで，栄養士と納入業者の構図のなかに，農協および直売所を

取り込んで位置づけたのが鳥栖モデルの第１の特徴である。

しかし，農協や直売所を取り込んだだけでは，栄養士や納入業者からすれば，従来の安定的な発注

－納入の仕組みをかえることには結び付かない。それは，地元で生産される農産物の品目や各月に可

能な供給量，旬な季節などこれまで地元産農産物の情報を発信しておらず，栄養士や納入業者と情報

が共有されてこなかったことが大きく関係していた。そこで直売所が，毎月１５日に翌月の供給可能な

品目と出荷時期，出荷量を明記した「今が旬通信」を作成し（図４），各小学校の栄養士に発行する

ことで，地元産農産物の情報発信をおこなっている。これが鳥栖モデルの第２の特徴である。それを

もとに栄養士が献立を点検し，その後地元産農産物の使用要望などを含めた発注書と「今が旬通信」

を納入業者に送付する。納入業者は価格を直売所に確認し，価格が高い場合には栄養士と相談して調

整していく。そうした形のなかで，納入業者はできるだけ地元産を購入するようにしながら，予算の

範囲内で直売所と青果市場から購入し，各学校に納入している。

� 学校給食応援志隊の取り組み

鳥栖モデルの開始とともに，生産者サイドにも大きな変化が生まれている。それが，直売所の会員

２２人による学校給食応援志隊（以下「応援志隊」）の立ち上げである。応援志隊ができる前は，直売

所に農産物を出荷している農家のなかから，直売所がピックアップし，当該農家の許可を得たのち学

図３ 鳥栖モデルのシステム

資料：「学校給食応援志隊」資料。
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校給食用として販売していた。応援志隊に参加した２２人の多くは，このように間接的な形ですでに学

校給食との関係を有していた。その後，子供たちの学校給食に供給するのであれば，間接的にではな

く直接的に責任をもって供給しようということで，２００８年に応援志隊の活動がはじまった。

応援志隊の隊長は５８歳，農協のアスパラ部会の会計や集落営農の副会長などの経歴をもつ。応援志

隊２２人は最少５０代から最高８０代までと幅広いが，７０代の人が最も多い。男女の構成比は半々であり，

小学校区の全地区から参加している。いずれも米と野菜をつくる複合農家であるが，隊員の多くは専

業農家というよりも自給的農家に近い。なお，隊員数は現在２６人に増えている。

応援志隊では，学校給食でも使用量の多いもののなかから，応援志隊が一定の量を確保できるもの

として，野菜６品目を中心に取り組んでいる。そして当面は，これら６品目のシェアを高めていくこ

とを目標にしている。応援志隊では，責任感の醸成や供給量の把握，情報の共有化などを図るため品

目ごとに班をつくり，各隊員は自分たちで選択し，それぞれの班に属している（一部重複）。６品目

と班ごとの隊員数は，タマネギ（６人），バレイショ（７人），ニンジン（１１人），大根（３人），ホウ

レン草（４人），サトイモ（９人）である。

２００９年からは，班のメンバーと農協の営農指導員で話し合い，班のなかで品種を選定し統一するよ

うにしている。例えばニンジン班では，従来の先が細いニンジンではなく，調理員が調理しやすいよ

うに先が丸い品種（恋ごころ・向陽２号）を選定している。また，班のメンバー間で栽培時期を少し

ずつズラすことによって，農産物の供給可能な期間と量を確保できるように努めている。さらに，各

農産物の収穫時期や旬が一目で分かるように，栽培カレンダーを作成し，各学校に配布している（図

５）。

図４ “今が旬”通信

資料：「学校給食応援志隊」資料。
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学校給食用の農産物は，各農家が直売所に出荷し，それを納入業者が取りに来て各小学校に納入す

るという仕組みである。また，応援志隊だけでは不足する場合には，直売所に納入した他の農家から

補充している。

� 学校給食への実績

鳥栖モデルや応援志隊の取り組みにより，どの程度の地元産農産物が学校給食に使用されているの

か。文部科学省の主催で２００７年の６月と１１月に実施した鳥栖市の実態調査では，副食における県内産

の使用割合は４８．４％（重量ベース）と高い数値が算出された。ただし，調査をおこなう月を指定した

上での実施であったため，その月は特に力を入れて地元産・県内産農産物を使用した，バイアスのか

かった結果になっている点は否めない。

表１ 学校給食野菜使用量（２００７年）

（単位：�，％）

農協・
直売所

鳥栖・
三養基
管内

県内 久留米 県外 計
シェア

タマネギ １０７ ７１１ ４，８２２ １７ ５，４９４ １１，１５１ １９．９
キャベツ ８６１ １，２３２ ７９７ ５７８ ３，８１０ ７，２７８ １３．０
ジャガイモ ７２ ４０６ １９２ ０ ６，１４５ ６，８１５ １２．１
ニンジン １２１ １６０ ５７ ３２ ４，６８８ ５，０５８ ９．０
大根 １９７ １４５ １３９ ６４０ １，３６１ ２，４８２ ４．４
その他 １，０００ ２，０７７ ５，６７５ １，８９０ １２，６９０ ２３，３３３ ４１．６
総計 ２，３５８ ４，７３１ １１，６８２ ３，１５７ ３４，１８８ ５６，１１６ １００．０
シェア ４．２ ８．４ ２０．８ ５．６ ６０．９ １００．０

累積 ４．２ １２．６ ３３．５ ３９．１ １００．０

資料：「鳥栖市役所資料」より作成。

図５ 学校給食応援志隊の栽培カレンダー

資料：「学校給食応援志隊」資料。
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そこで，年間を通しての地元産農産物の使用状況をみたのが表１である。表１のタマネギから大根

までの５品目は，この１年間で最も使用量が多かった野菜ベスト５である。タマネギは使用量全体の

２０％を占め，ジャガイモまでのベスト３でほぼ半分を占めている。したがって，単純に捉えれば，こ

れら３品目の地元産のシェアを高めることが重要になってくる。現在の３品目の地元産の割合は，農

協・直売所と鳥栖・三養基管内のやや広いエリアでみても６．０％を占めるに過ぎない。

生産地域別にみると，農協・直売所は全体の４．２％である。これに青果市場から購入した鳥栖・三

養基産を合わせれば１２．６％となり，その範域を県内産まで拡げると３３．５％となる。逆に県外産は，

６６．５％と全体の３分の２を占めているが，そのなかには先述したように久留米市や小郡市など鳥栖市

近郊の生活圏で生産されたものも含まれている。データの制約上，久留米産のものしか把握できない

が，それが５．６％を占めている。納入業者によると，久留米産のものは種類が豊富であり，価格が安

く，鮮度がよいという利点がある。それに加え，行政区で限定されるセリ人免許の問題もあり，様々

な青果市場で自由に買い付けすることができないという活動の制限も関係している。そのような状況

のなかで，地元産１２．６％，県内産３３．５％，県内産＋生活圏３９．１％というのが，２００７年の実績である。

なお，主食の米は１００％鳥栖産を用いており，パンの小麦は北海道産６に対し県内産４の割合で全量

国内産を使用している。また牛乳については，鳥栖市酪農協から購入しており，１００％県内産である。

このように地元産や県内産，さらには地域的特性から生活圏までも含めると，かなりの割合でこれ

ら農産物を学校給食に使用しているといえる。とはいえ，地元産に限定してみると１割ほどであり，

まだまだ拡大する余地があるように思われる。そこで次節では，学校給食への地元産農産物の使用に

たずさわっている関係者へのヒアリング調査を通じて，現在の取り組み状況とそこで抱えている問題

を明らかにする。

４．地元産農産物の使用に対する学校給食関係者の声

学校給食への地元産農産物の使用にたずさわる人たちとして，販売－農協直売所，生産－応援志隊，

納入－納入業者，献立作成－栄養士，調理－調理員からヒアリング調査を実施した。

� 農協直売所

農協あるいは農協が運営する直売所が学校給食に取り組むきっかけとなったのが，食ネット鳥栖と

の関わりである。農家など生産者サイドからすると，地産地消や食育，地域農業の実践・実態を地域

住民に理解してもらうためには，学校給食を媒介とすることが最もインパクトがあり重要かつ効果的

であるとみていた。一方で農協としても，地産地消に積極的に関与していかなければ，地域農協とし

ての存在意義が揺らぐことになる。そうした両者の思惑が一致し，農協の直売所を拠点として地元産

農産物を学校給食に使用する取り組みをはじめることとなった。

ところが，学校給食への食材の納入に関しては，学校と地元納入業者との間にすでにシステムが構
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築されており，新たに農協・直売所が参入するには困難がともなった。その困難を打ち破る大きな原

動力が，食ネット鳥栖である。図１に示したように，食ネット鳥栖には多様な業種が参加しており，

特に市役所や普及センター，農林事務所などの役割が大きく，行政サイドが学校および納入業者に地

元産農産物の使用を働きかけ，その結果２００３年頃から農協の直売所の農産物がポツポツと使用される

ようになった。その後，県の姿勢も「ふるさと食の日」を設けて地産地消を追求する方向に向かい，

食の安全性の面でも地産地消が重視されるようになった。それを背景に，学校側からも納入業者に対

し，食材によっては地元産を指定するなど，地元産農産物に対する需要が拡がっていった。その過程

において，学校給食応援志隊が結成されるまでは，納入業者が直売所で必要な地元産農産物を購入し，

学校に納入する流れが構築されていった。ところが直売所としては，納入業者が特定の農産物をすべ

て学校給食用に調達すれば，一般の利用客には当該農産物を提供することができず，直売所自体が成

立しなくなるおそれがある。直売所はそれを回避するために，学校給食と直売所の一般利用客に対し

て安定的かつ計画的に地元産農産物を供給できる体制づくりを図る必要があると判断し，それを具現

化したのが応援志隊である。

農協直売所には出荷者協議会があり，約３００人が参加し，年会費２，０００円を納めている。この協議会

のなかに立ち上げたのが，応援志隊である。直売所としては，学校給食への取り組み意図に共感し，

意欲のある人だけに参加してもらわなければ長続きしないとの見解から，協議会そのものを応援志隊

には位置づけず，協議会の１組織として別途応援志隊を結成している。留意すべきは，応援志隊は協

議会の１組織ではあるが，その活動に対し農協が前面に出ると，農協の販売高をあげることが基本方

針となり，当初の目的から逸脱するおそれがあることから，応援志隊の活動は応援志隊自身に任せて

いる。なお，応援志隊の具体的な取り組みについては，次の�に譲ることにする。

直売所において，学校給食に提供している地元産農産物は，地元で生産が可能で，なおかつ一定の

量を確保できるニンジン・タマネギ・キャベツ・ジャガイモが中心となる。鳥栖市では夏野菜も生産

可能で量を揃えることができるが，学校が夏休み期間なので使用できないでいる。小学校の学校給食

に直売所を通じて納入した主要な地元産農産物の実績をみると，２００８年度はタマネギ２５�・ニンジン

２０５�・キャベツ３４４�・ジャガイモ２５�であった。ヒアリング調査をした時期との関係上，２００９年度

については４～５月の２ヶ月分のデータしかみることができないが，タマネギは２０�・ニンジン５０

�・キャベツ４５０�・ジャガイモ０�である。つまり，ニンジンは２ヶ月で前年度の４分の１の納入

量に達しており，他方タマネギは前年度とほぼ同水準に，キャベツに至ってはすでに前年度の納入量

を超過していることが分かる。また，ジャガイモは直売所によると，調査時は新ジャガが出回りはじ

めたばかりであり，実際は学校給食に納入しているが数値としてあがっていないだけとのことである。

価格は，直売所の農産物は規格外のものが多いため，その分少し安く設定している。また価格の上

限も，高くても市場価格までという方針を打ち出し，生産者に指導している。納入業者から直売所の

価格について高いとの声も聞かれるが，直売所としては，青果市場は価格が乱高下するのに対し，直
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売所の最大の特徴は年間通して価格が安定していることにあり，年間を通じてみれば青果市場と直売

所の間に大きな価格差はないとみている。とはいえ，直売所としても学校サイドや納入業者が可能な

限り計画的な調達ができるようにするために，価格の変動を抑える方策を模索している。その方策と

して１つには，年間いくらいくらの量が必要ということであれば，一本の価格設定でいく方式である

（後述するＡさんも提案）。つまり，緩やかな契約栽培方式である。ただし直売所としては，市場価

格が安くなったときには，納入業者が直売所から買わなくなる可能性が高いため，この方式は現実的

には困難であるとみている。いま１つは，市場価格の週頭の価格で固定して，その週は当該価格で販

売するという方式を模索している。

直売所としては，現在の小学校だけではなく，中学校や隣接する基山町の学校給食も視野に入れる

と，応援志隊の規模を現在の２倍近くの５０人くらいに拡大できればと考えている。また，地元産農産

物を用いた学校給食への取り組みは，現在の関係者が１人でも欠けては成立しないとみている。例え

ば，直売所にとっても納入業者がいなければ，直売所あるいは農協が決まった時間に複数の学校に農

産物を納入しなければならないが，そうした人的余裕がないのが実態である。したがって，関係者そ

れぞれの専門・担当を積み上げた結果，現在の地元産農産物を使用した学校給食が成立しているとみ

る必要がある。

今後の大きな問題として，これまではＪＡさが支部の管轄のもと直売所の運営がなされてきたが，

来年度からは鳥栖がモデル事業に選定され，ＪＡさが本部が直売所を運営する方式に変更することで

ある。支部としては，本部に対し学校給食への取り組みの存続を訴えているが，活動の存続だけでは

なく運営母体の変更が，これまでの地域との関係・密着度をどの程度理解し保持できるかにも注視す

る必要がある。

� 学校給食応援志隊

�Ａさん

Ａさんはアスパラを主につくっており，その他タマネギやゴーヤ，キャベツを生産している。農業

経営に占める学校給食への納入量は１％程度であり，その他は直売所や無人販売にまわしている。応

援志隊には立ち上げ当初から参加し，タマネギ班に所属している。

学校給食に供給する農産物の価格は，農協からは新聞情報の上限価格をつけていると聞いている。

しかし，Ａさんとしては，直売所全般の価格が固定客を対象としているため安くせざるを得ず，その

結果他の直売所よりも安く，それに引っ張られる形で学校給食用の価格も安くなっているのではない

かと感じている。Ａさんに限らず，生産者サイドでは学校給食用の農産物価格は安いと感じている。

他方，栄養士や納入業者といった需要サイドからは，学校給食用の価格は高いといわれている。Ａさ

んとしては，地元産農産物の供給量が少ないときにつけられた高い価格の印象が強いことが原因では

ないかと考えており，年間を通したらそれほど高くないと確信している。いずれにせよ，需要サイド
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がそのように感じているのは事実であり，相場の変動に左右されないように年間を通したプール計算

により，年度はじめに固定した価格を提示することを提案している。それによって，小学校も予算を

立てやすくなり，地元産農産物の使用拡大につながることを期待している。

地元産農産物を学校給食に使用することによって，食べ残しが減少したこと，嫌いな食べ物が減っ

てきたこと，野菜を食べるようになったこと，といった効果を耳にしている。しかし，こうした成果

や子供たちの声を，一般の人や地域の人たちに分かりやすい形で発信していないのが現状であり，そ

の改善が必要である。そのことは，応援志隊の活動を拡げる上でも重要である。現在の応援志隊の問

題点の１つに，量をいかに確保していくかがある。いまも直売所に出荷している顔見知りの農家に声

をかけているが，学校給食への取り組みや応援志隊の活動自体を知らない人が多く，応援志隊の活動

や学校給食による成果といった情報発信がここでも求められている。

学校給食への農産物の質については，ある先生の「作業が機械化されても，すべてが機械作業で完

結するわけではなく，機械作業によって残った皮などは手作業で取り除くのであるから，規格が統一

した１級品にこだわる必要はないのではないか」という講演を聞いて，Ａさんも１級品ではなく２級

品でもよいのではないかと考えている。そして２級品の安いものを使用して，その分もう１品追加す

るという選択肢もあるのではないかと思っている。

また，納入業者による学校給食への地元産の納入は，栄養士の姿勢に大きく左右されることから，

栄養士との交流を密にする必要があると考えている。一方で，学校給食に供給する農産物には，形や

大きさ，価格の問題があるため，応援志隊や直売所から直接納入業者に対していろいろな要望がいい

にくいのが現実である。その緩衝材としても，行政（市・普及センター・農政事務所）との関係をしっ

かりと構築しておく必要があり，行政の役割も大きいと思っている。

�Ｂさん

Ｂさんは，応援志隊ができる前から直売所に少量の野菜を出荷していた。当時は，両親の手伝い程

度であったが，両親の高齢化によって現在はＢさん１人で農作業をしている。

応援志隊には直売所から声をかけられ，立ち上げ当初から参加している。Ｂさんによると，おそら

くは直売所へ野菜などを出荷し，店頭にならんだそれら農産物に対するお客さんの反応を判断材料と

して，声をかけてきたのではないかと思っている。Ｂさんも，もともとは某企業で栄養士として勤務

していた経験を有しており，その時培われた栄養士としての経験や知識を学校給食に役立てたいとの

想いも，応援志隊に参加した理由である。現在，アスパラ・ブロッコリー・キャベツ・タマネギ・ホ

ウレン草・ジャガイモ・ニンジン・ネギなど少量多品目をつくっている。

応援志隊ではニンジン班に属している。かつて両親がハウス３棟でアスパラをつくっていたが，両

親のリタイアとともにそのハウスでニンジンに取り組んでいる。ニンジン班では，現在規格が均一に

なるように努めている。しかし，ニンジンは土の中で生育するため，大きさや形は掘り出してみない
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と分からず，均一のものを出荷するのは難しい。Ｂさんは，これまでは１０～１２月にニンジンを出荷し

ていた。しかし前節で記したように，ニンジン班のなかで栽培時期をズラしたことにより２～３月に

出荷しなければならなくなった。ところがニンジンは，その頃になると花が咲いて商品価値がなくな

るため，うまく対応できるかどうか不安であったが，それについては農協の営農指導員がサポートし

てくれている。応援志隊のなかでは，定期的ではないが播種の時期などに，例えば新たな品目や品種

の相談，消毒の仕方などについて話し合いをおこなっている。

Ｂさんは規模が小さいため，農薬や化学肥料は使用しておらず，一部必要な範囲で除草剤を使用す

る程度である。しかし今後，学校給食への納入量を増やすために規模を拡大するとすれば，消毒など

もしなければ手が回らなくなるのではないかと危惧している。農協からは，管理日誌をつけるよう義

務づけられており，各品目ごとに管理日誌をつけている。かつては，出荷終わりに管理日誌を農協に

提出するだけで済んでいたが，現在は出荷はじめから出荷終わりまで提出することになっている。

Ｂさんは，ニンジンおよびネギについては８割を学校給食用として，残りの２割と他品目は直売所

で販売している。学校給食用の農産物価格は，直売所は市場の高値をつけているというが，学校給食

よりも直売所で販売する方が価格がよいと思っている人が多い。例えば，直売所で１００円のものが学

校給食では６５～７０円になる。そもそも直売所に出荷する人は，一定の値段を確保して販売額を高める

人が多く，他方学校給食に納入する人は単価よりも量を出して販売金額を高める傾向がある。直売所

に出した場合，売れ残ると引き取らなければならないためその分ロスが生じるが，学校給食では完全

に売り切ることができるので，Ｂさんとしては価格よりも売れ残りがないという点にメリットを感じ

ている。加えて，直売所と異なり，学校給食では１品ずつ包装する手間が省けることも大きなメリッ

トである。

�Ｃさん

Ｃさんは，２００８年春に直売所から誘われて応援志隊に参加している。農業労働力はＣさんとご主人

の２人で，ニンジン・ソラマメ・大根・サトイモ・米・らっきょ・ニンニクをつくっている。このう

ち前の４品目を学校給食に納入しており，応援志隊ではニンジン・大根・サトイモ班に所属している。

学校給食からの注文は，直売所から生産者へ出荷依頼の電話がかかってくる。その後，収穫したも

ののなかからできるだけ形が整っており，農薬を使っていない１級品を学校給食に使用するものとし

て選別し，Ｃさんが翌朝７時半頃までに直売所に出荷する。

学校給食用の農産物価格は，直売所で販売する価格よりも５％ほど安い。しかしＣさんとしては，

学校給食用では直売所での販売のように売れ残りが出るというリスクがなく，確実に一定量が売り切

れるというメリットが大きい。また，価格よりも子供たちに喜んで食べてもらえればそれでよいと考

えている。エコファーマーの認定は受けていないが，農薬については学校給食用の農薬散布マニュア

ルにしたがっている。仮に害虫が発生した時は農協に相談し，営農指導員が対処方法をアドバイスし
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てくれる。

Ｃさんは，基本的に１級品を学校給食に納入し，２級品を直売所で販売するようにしている。学校

給食用の農産物に，特に規格が定められているわけではないが，自然と一定の規格に揃えなければな

らないという雰囲気があり，例えばサトイモは小さいもの・孫イモは除外されるなど「玉」を統一し

なければならない。Ｃさんとしては，皮をむけば中身は同じであるので，形や見栄えの悪いものでも

学校給食で使用してもらえないかと思っている。

現在，出荷量のうち平均で２割（多くて３割）くらいを学校給食に納入している。労力的に学校給

食への出荷量を増やすことは難しく，現状維持で考えている。学校給食での販売金額は，１０～１５万円

程度だと思うが，農協からの明細書には学校給食とその他直売所での販売額が区分されていないため，

正確に把握することができないとのことである。

関係者との交流はほとんどなく，地元産農産物を使用した学校給食に対して，保護者がどのような

反応を示しているのかが分からない。また，調理員については，班ごとで話し合いの場をつくりたい

と考えている。

� 納入業者

�Ｄ商店

市内に店舗をかまえるＤ商店は，２つの小学校に学校給食用の農産物を納入している。学校からの

発注書は，概ね月はじめの１～２週間前頃に１ヶ月単位で送られてくる。Ｄ商店は，生産者や市場を

訪ねて野菜の旬や収穫の時期にズレがないかなどを確認し，昔からできるだけ地元産農産物を納入す

るように心がけている。しかし，鳥栖市は県境に位置するため，生活圏（２０�圏内の北野・小郡・小

森など）の農産物が集まってくる。しかも，市内には大規模農家が少なく自給的農家が直売所に出荷

しているのに対し，生活圏では比較的大規模農家も多いことからある程度の品目と品質・量が揃うと

いう違いがある。

学校給食用として直売所から購入することもあるが，以前は生産者が専業農家から高齢の趣味的農

家まで多様であるため品質が一定せず，しかも量を確保することが難しいこと，また青果市場よりも

価格が２割ほど高いという問題があり，地元産ならよいというわけにはいかないと考えていた。しか

し，応援志隊が立ち上げられてから，以前に比べ品目・品質・量が揃うようになっており，ブロッコ

リーやホウレン草，キャベツ，レタスなどは応援志隊や直売所から購入している。ただし，直売所で

の価格が高い場合は，生活圏のものを納入したり，あるいはそれを踏まえ栄養士が注文量を減らした

り，他の野菜に変えて調整することもある。なお，ジャガイモとサトイモは，直売所よりも青果市場

の方が形や大きさが揃っており，同じ価格であれば調理員の作業効率の点から，栄養士と調理員の了

解を得て，青果市場から県外産（生活圏を含む）を購入している。

県内産および生活圏まで含めると，夏野菜の地元産納入率は５０％くらいであるが，春・秋・冬の野
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菜はほぼ１００％揃えることができる。栄養士からは「できるだけ地元産で」との要望がくる。おそら

く栄養士サイドの「できるだけ」は，地元産納入率７０～８０％くらいを想定しているのではないかとみ

ているが，納入業者の「できるだけ」の範囲は，農産物の規格や価格など総合的に判断してのもので

あり，地元産を中心に据えながらも，鳥栖産→県内産→生活圏の序列のなかで柔軟に対応している。

Ｄ商店は，農産物価格の２割をマージン（配達料などすべて込み）として徴収しており，Ｄ商店の全

取扱量の約４割を学校給食が占めている。なお，Ｄ商店では，学校給食の月額予算は聞かされておら

ず，また小学生と触れ合う機会も特にもたれていない。

Ｄ商店からみた地元産農産物を使用した学校給食に対する問題点は，次の５点である。第１に，安

全・安心が叫ばれ，また残留農薬の規制も厳しいなか，多くの農家で農薬や化学肥料の使用量を抑え

る傾向が強まっている。しかし，除草剤の使用量についてはあまり意識されておらず，農薬や化学肥

料を使用していなくても除草剤をしっかり使用している農家も少なくない。Ｄ商店としては，地元産

よりも農薬・化学肥料はもちろん，除草剤が少ないものを優先的に学校給食に納入するように心がけ

ている。しかし，多くの農家がどの程度の除草剤を使用しているのかを把握することが難しいのが現

実である。それだけではなく，堆肥の温度設定についても情報がなく，雑菌が死滅していないまま使

用されているのではないかという不安を感じている。農協が生産者に対し管理日誌を提出させて

チェックしているが，このような安全問題に対し直売所に出荷している農家がどの程度取り組んでい

るのかの情報が明らかでないことが大きな問題である。

第２に，そのため地元産で上記の安全性を確実にクリアしているという品目と品質・量を確保する

ことが難しいことである。第３に，それぞれの野菜の収穫時期において，市内でどのくらいの農家が

どのような野菜を，どの程度つくっているのか把握できないこと，第４に青果市場に比べ約２割高い

直売所の価格を，どの程度まで引き下げることができるかである。第５に，市内の農家の多くには後

継者がおらず，応援志隊や直売所に出荷している農家も高齢者が中心であり，この先いつまで安定的

に学校給食用の農産物を買い付けることができるのかを危惧している。

�Ｅ商店

鳥栖市内に店舗をかまえるＥ商店は，３つの小学校に農産物を納入している。昔は交通の便自体が

悪く，遠方のものが鳥栖の市場には入らなかったため，学校給食は必然と生活圏と地元産のものが中

心であった。しかし最近は，農林事務所から県内産のものを使用するようにとの要望が出ているため，

できるだけ鳥栖産→基山産→三養基地区→県内→生活圏の順番を意識して購入している。

Ｅ商店は，個別の農家から直接購入することはなく，すべて青果市場と直売所から購入している。

その際，栄養士からできるだけ地元産を使用してくれといわれるため，まずは直売所に購入予定の農

産物価格を聞くとともに，直売所には青果市場の価格よりもプラス１０％までなら構わないので，形・

品質のよいものを出してくれるように伝えている。当然安ければ地元産を納入するが，価格が高い場
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合には，栄養士に直売所と青果市場の価格を伝えて相談している。

納入する農産物のうち地元産は，ジャガイモ・タマネギ・ニンジン・大根・ホウレン草・キャベ

ツ・ブロッコリー・白菜などであり，キュウリは旬の夏場のみ地元産を納入している。その結果，学

校給食への納入量のうち，鳥栖産は全体の４０～５０％，県内産でみると約６０％に達する。ただし，鳥栖

産・県内産といってもすべて直売所から購入しているわけではなく，青果市場で購入したものも含め

ての数値である。なお，冬場に関しては，地元産・県内産・生活圏の農産物でほぼ１００％満たすこと

ができる。

Ｅ商店としては，直売所の農産物で満足できるものが少ないというのが正直なところである。その

大きな原因の１つは，大きさが不揃いであるという点である。青果市場のものは同じサイズのものが

統一して袋詰めされているが，直売所のもののなかには目方合わせで大・小のものが混在しているも

のもある。こうした不揃いのものを学校に納入すると，調理員からは仕事がはかどらないといった苦

情が出るケースもある。そうした学校には，地元産の割合を４０％くらいに落として，青果市場の野菜

を納入するように調整している。

青果市場と直売所の価格を比較すると，レタスはほとんど変わらないが，キャベツやブロッコリー，

ホウレン草などは１００～２００円ほど直売所の方が高い。価格差が大きければ，Ｅ商店としても青果市場

のものを納入することもあるし，栄養士からも予算との関係上，生活圏のものにしてくれと依頼され

ることもある。なお，業者のマージンは，当初納入業者の会合で価格の２５％にという声もあった。し

かし，学校給食なので薄利でやるべきであろうとの声があがり，すべての納入業者は価格の２０％（配

送料などすべて含む）を徴収することで統一している。

また別の問題として，有機栽培や無農薬栽培などの野菜を学校給食に納入するため，虫がついてい

ることがどうしても多くなる。しかし調理員からは，給食のなかに入っていると子供たちがいろいろ

いいに来ること，釜の底に虫がたまることなどを理由に，虫がついていないものを納入してくれとい

われることがある。納入業者としては，安全・安心や食育とは逆行する形になるが，それに対応せざ

るを得ないという問題も抱えている。Ｅ商店もＤ商店と同じく，子供たちと特に交流はない。また，

学校給食の予算も知らされておらず，納入時に今月は厳しいなどの予算状況を伝えられる程度である。

� 栄養士

�Ｆさん

Ｆさんは�ア小学校と�イ小学校の２校を兼務しており，ふだんは�ア小学校に常駐している。�ア小学校

では，正規２人・嘱託３人・臨時２人の計７人の調理員で６１０食を，�イ小学校では正規２人・嘱託２

人・臨時２人の６人で４６０食をつくっている。文部科学省の設置基準では，９００食で４人の調理員（正

規・非正規問わず）を配置することになっている。しかし，その基準ではかなり厳しいこともあり，

鳥栖市では調理員を多く採用している。
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栄養士の仕事は，栄養管理（栄養価計算），衛生管理（調理指示書・作業工程表作成・物資管理・

調理員助言・施設設備改善計画），食に関する指導（授業の実施・給食時間の放送原稿の作成・配食

量のチェック・アレルギー食の指示など），給食事務（給食会計）が主である。

献立の作成は，春・夏・冬休みのうちに次学期の原案を作成している。作成時には，旬の食材を使

用すること，和・洋・中をバランスよく取り入れること，主菜（肉・魚・卵）のバランスをとること，

栄養価がとりにくいもの（鉄分など）を取り入れること，予算内に収まるかどうか，といったことに

注意している。できるだけ地元産の農産物を意識しているが，旬のものを使えば自然と地元産の農産

物になってくる。献立の原案ができあがると，教育委員会代表者・小学校長代表・学校栄養士５人・

各校の調理員代表７人の計１４人で構成される学校給食献立委員会で承認を受けることになる。

地元産の農産物については，現在はある程度形が不揃いでも調理員が理解してくれていると思って

いる。逆に納入業者は，以前形や大きさに対してクレームをいわれた経験からかなり慎重になってお

り，特にクレームがきたときの返品への対応が最大のネックのようである。価格は，応援志隊を立ち

上げる前は，青果市場よりも１０％以上高かったが，現在はそれほどの価格差はないように思う。とは

いえ品目別にみると，例えばタマネギは４月・５月の地元産は価格がとても高く，それが尾を引いて

１年間使用できなかったなど品目と時期によって大きく異なるのも事実である。

また，関係者とのつながりは大きく３つある。１つ目は，保護者の代表および役員に学校給食の試

食会を催していることである（年１～２回）。市農林課がＰＴＡ会議（役員のみ）などの時に，学校

給食では地元産農産物を使用していることを伝えているため，保護者の代表や役員は，地元産農産物

を利用した学校給食に理解を示しているようである。他方，試食会は一般の保護者を対象としていな

いため，地元産農産物を使用した学校給食に対する多くの保護者の反応は分からない。以前，保護者

に学校給食に関するアンケートをしたときは，中国産の使用状況に対する質問はあったが，地元産に

対する要望や回答は特にみられなかった。

２つ目は，年１回の給食週間中に，全８校に地元の生産者に来てもらい，子供たちとの交流を実施

している。生産者は子供たちから感謝の手紙をもらうこともあり，他校では手紙のお礼として生産者

から子供たちに移植ゴテをプレゼントするなどの交流をもっている。

３つ目は，学期ごとに１回開かれる地元産農産物活用会議には応援志隊長が必ず出席しており，会

議や圃場見学を通じて生産者と栄養士・調理員代表者との交流がもたれている。

Ｆさんは，学校給食への地元産の使用や食育という視点でいえば，２校の栄養士兼務ではなく，各

校ごとに１人配置する必要があると考えている。実際，常駐する�ア小学校では，発注段階で明確に地

元産を指定し，それにプラスアルファでも可能であれば地元産を入れてくれと納入業者に伝えており，

比較的地元産を使用できている。

他方，�イ小学校には週に１回しか行くことができず，会議などが入れば丸１日いることができない

状況である。そのためなかなか目が行き届かず，地元産があまり使用できていないのが事実である。
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また，給食時間中に教室をまわったり，子供たちと触れ合う時間だけでなく，調理員とも十分な意思

疎通を図る時間をとることができず，調理員とは電話で連絡をとるのが通常となっている。

このような現実を踏まえると，各校ごとに栄養士を１人配置して，自分の学校に専念できる体制を

つくることが，地元産農産物の使用率の向上に加え，子供たちと接する時間の確保や掲示物・食育関

係の資料づくりなど食育の相乗効果につながると考えている。

�Ｇさん

Ｆさん同様に，Ｇさんは�ウ小学校と�エ小学校を兼務しており，ふだんは�ウ小学校に常駐している。

�ウ小学校では，正規２人・嘱託４人・臨時２人の８人で８６０食を，�エ小学校は正規２人・嘱託および

臨時４人の計６人で３９０食をつくっている。�エ小学校の場合，大規模校が忙しいときには調理員の１

人を派遣することもある。鳥栖市では，調理員が十分確保できているため，手づくりのしっかりした

学校給食をつくれることが特徴である。

栄養士は，献立の作成（原案・栄養価計算・指示書・作業工程表の作成），発注書の作成，午前中

の作業では１～２時間ほど調理に入り（手伝い程度），野菜がどういうものが入っているかのチェッ

ク，給食費の管理，給食費の督促・集金，１日の支出のチェック，給食時間中は，子供たちが食べる

様子をみに行き指導（メインの食材の話・栄養の話・食事のマナーの話など），１人当たり配食量の

チェック，地元産農産物を使用しているときはそのアナウンスをする，年間３６時間（月３時間）程度，

家庭科の授業をおこなう（５～６年生対象），といったことが主な仕事である。

栄養士の身分は県職員であるため，県内を人事異動している。異動した地域によって，一般的な農

産物の旬とその地域での旬が異なるため，異動した年は当該地域の農産物の状況を把握することに力

を入れることになる。献立は，調理員の作業上の問題もあるので大きく変更することはできず，これ

までの栄養士が組み立てた献立をベースに，少しずつ自分のアレンジを加えていくようにしている。

地元産農産物の使用は，冬野菜については形や大きさが不揃いであっても，調理員の作業に支障を

きたさないが，量が多い場合は規格を揃えてくれたほうが時間的にも作業的にも効率的である。特に，

サトイモやジャガイモは，大きさがバラバラだと使いづらいので忌避しがちになる。価格は，直売所

と青果市場のものとの間に大きな差はないと感じている。地元産農産物の使用の場合，価格よりも調

理員が調理しやすいかどうかが地元産を使用する際の基準としている。冬場は，地元産のものを指定

すると，ほとんど地元産のものを納入することは可能である。Ｇさんとしては，現在直売所と納入業

者双方に発注書を送っているが，仕事の負担軽減のためにルートの一本化を希望している。

地元産農産物を使用した場合，学校給食を通じた子供たちとの会話につながるとともに，食育だけ

ではなく環境問題との関係も含めた教材としてもよく，地元産農産物を使用した学校給食から発信で

きるものはかなり多いと感じている。また生産者とは，学校に招いて授業をしたときに交流したこと

と，アスパラガスの圃場・集荷場を視察に行った際に，知識や調理などの話を聞く機会があった程度
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である。Ｇさんとしては，もっと定期的に交流を実施し，いろいろな情報交換を望んでいる。

Ｇさんも２つの小学校の兼務ということもあり，�エ小学校には月２回しか足を運ぶことができない

ため，その分目が行き届きにくく，１月の給食週間で地元産を使用するのが精一杯の状況である。同

時に，子供たちや調理員と顔を会わす機会も十分確保できないのが実態である。

� 調理員

�Ｈさん

Ｈさんが勤務する�オ小学校は，チーフ１人・正職員２人・嘱託職員２人・臨時職員５人の１０人体制

で，朝９時から１２時の間に約９００食を調理している。他の小学校では，小規模小学校の嘱託職員１人

を大規模小学校に派遣するなどの人的調整をしているところもある。献立は栄養士が作成するが，調

理員も加わり献立について話し合いをおこなっている。その後，学期ごとに開かれる学校給食献立委

員会で正式に決定され，衛生管理の講習などの献立学習会が開かれる。

�オ小学校では，副食を３品ほど出している。すべて手づくりであり，基本的には既製品は使用して

いない。学校給食で納入する農産物の規格は特に定めていないが，調理員の立場からは形がまばらす

ぎると調理しづらく，特にゴボウやサトイモ・ジャガイモなどは困るようである。食材に旬のものを

使用したときは，栄養士と調理員（チーフ）とで旬の野菜の紹介やその説明などを載せた「旬だよ

り」を発行して，食育をおこなっている。残飯調査も毎回実施しているが，給食をよく食べるため残

飯自体がほとんどない。ただし，最近では白米だけではあまり食べないが，白米に海苔を添えたり，

あるいは混ぜごはん（チキンライスなど）にするとよく食べるという傾向がみられる。

また，年に１回給食週間があり，低学年を中心に調理員も教室で一緒に給食をとりながら，どのよ

うな野菜が入っているかなどの会話を楽しんでいる。子供たちは，調理したあとの野菜でも意外と名

前を知っているが，魚になると切り身しかみないこともあり，名前を知らない子供が多いようである。

かつては，子供たちにも調理場で調理員が作業をする姿をみてもらっていたが，現在は衛生の観点か

ら調理場に入ることができない。そのため，栄養士にビデオで収録してもらい，給食週間に放映して

いる。給食週間では，子供たちから感謝の気持ちを寄せ書きした感謝状が送られている。

地元産を使用した学校給食については，第１に予算の問題との兼ね合いもあるが，野菜・果物・魚

の旬の時期と使用時期がズレている場合があり，また献立が毎年同じものの繰り返しになっている

ケースも多く，１～２つ新しい料理を入れてもらいたいと思っている。

第２に，地元産の農産物を使用することはよいことであるが，調理時間が限られているためできる

だけ調理しやすい大きさ・形のものを納入してもらいたいと思っている。ただし，ミカンなら大きさ

や形が不揃いでも十分対応できるが，実際は熊本産や多良産のものが使用されており，地元産での対

応を希望している。また，野菜は完全に水洗いをしても小さな虫が料理に混入することもある。そう

したときに教員が飛んでくるケースもみられる。調理員としてもできるだけ混入しないように注意を
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払わなければならないが，教員も子供たちに対して虫がいるほど安全・安心な食材を使用していると

いった説明などでサポートをしてもらいたいと思っている。

第３に，関係者との話し合いや交流の機会をもつ必要性を感じている。２年ほど前に市や納入業

者・調理員などが集まって会合をした記憶がある。しかしその後は，特に会合がもたれておらず，情

報交換や意志の疎通の面でも不可欠である。また食材や調理に関しても，地元農家の方が食材の旬や

昔からのおいしい調理方法などをよく知っていることもあり，地元農家との交流によって知識の伝承

を図るべきだと考えている。調理員は，夏休みに入ると忙しくないため，そうした時期に様々な交流

会をおこなうべきと考えている。

第４に，地元産の使用には予算や農産物の規格，調理時間などさまざまな制限もあるので，まずは

比較的取り組みが可能な小規模小学校から少しでも多く取り組めないかと思っている。調理員も約５

年に１回，人事異動で必ず小規模小学校に勤務するため，小規模小学校で体験・経験することによっ

て意識を変革できる仕組みづくりが必要ではないかと感じている。

５．おわりに

以上，鳥栖市における地元産農産物を用いた学校給食の展開と関係諸機関の実態についてみてきた。

鳥栖市では，行政や農協直売所，生産者（応援志隊），学校，納入業者など多様な主体をネットワー

ク化した食ネット鳥栖を軸に，学校給食への地元産農産物の推進を図ってきた。

こうした取り組みの成果として，以下のことがあげられる。１つは，子供たちへの食育効果である。

Ａさんが指摘したように，地元産の農産物を使用することにより，「給食の食べ残しの減少」や「好

き嫌いの減少」，さらに「あまり野菜を食べなかった子供たちも野菜を食べるようになった」などの

効果がみられた。そこには，単なる学校給食や食材（農産物）としての意識ではなく，地元の農家が

つくった食材に対する子供たちの郷土への愛着・想い，あるいは生産者と子供たちとの交流を通じた

生産者への感謝の気持ちが詰まった学校給食・食材という意識・共感が，上記の効果を生み出したと

いえよう。それは，より大きな視点からみれば，目前のものだけではなく，その向こう側にある世界

を感じ理解するという点においても，大きな教育効果を発揮している。地元産農産物を使用した学校

給食には，市場評価できない外部効果が最も大きな成果であり財産であるように思われる。

生産者サイドにとってはＢ・Ｃ農家が指摘するように，学校給食への提供は直売所での一般販売と

は異なり，安定的かつ出荷分を完全販売できるという経済的メリットがある。また，一般販売では学

校給食と異なり，農産物を包装する手間やコスト，レイアウトへの気配りなどが不可欠である。後者

に関しては，学校給食や一般販売を問わず，直売所への農産物供給の中心が高齢者であることを踏ま

えると，出荷段階における１つのメリットと位置づけることができよう。

他方，前者の経済的意義については，参考資料として表２を掲げている。表２は，山口県中山間地

域の住民における現在の経済的水準の評価とそれを満たすのに必要な追加月額を示したものである。
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それによると，男女および年齢階層を問わず，概ね７割前後の人が現在の経済的水準を不十分とみて

いる。その経済的水準を十分なものに転換するためには，月額３万～１０万円程度の追加所得が必要で

あると判断している。すなわち，年間にして３６万～１２０万円である。小田切氏は，「仮に３０万～６０万円

の所得なら，直売所における野菜の販売，農産加工による収入，集落営農のオペレーター賃金でもこ

の水準を満たすことができよう」とし，「小さな水準の所得を作る機会，すなわち『小さな経済』」の

必要性を説いている（小田切徳美『農山村再生』岩波書店，２００９年，p３５）。もちろん，山口県の中山

間地域と都市部に位置する鳥栖市との生活環境や生活費水準の相違など単純に比較できるわけではな

い。しかし，直売所の出発点（市場にのらない規格外のものを出荷）あるいは学校給食に提供してい

る農家の行動は，それによって大きな利潤をあげるのではなく，プラスアルファとしての「小さな経

済」という面で共通していよう。ちなみに鳥栖市の年金給付をみると（２００７年），受給者１万１，４３１人

に対し７４億９００万円を支給している。つまり，１人当たり年間６４万８，０００円，月額換算で５万４，０００円

の給付となる。したがって，表２の「小さな経済」は，年金相当額の充当ということになる。

一方，大まかに学校給食を試算すると，年間の学校給食費４１，８００円×４，８１５食で２億１２６万７，０００円

表２ 地域住民の経済的水準とその希望（山口県中山間地域，アンケート結果）

（単位：％）

集計数
（人）

経済的水準は十分か （不十分の場合）あといくらぐらいの月額収入が必要か

構成比 十分 不十分 構成比 月１万
円程度

月２～
３万円

月３～
５万円

月５～
１０万円

月１０万
円以上

男

～２０歳代 １３２ １００．０ ２８．８ ７１．２ １００．０ ０．０ １０．５ ２１．１ ３７．９ ３０．５

３０歳代 １６９ １００．０ ３０．２ ６９．８ １００．０ ０．０ ３．４ ２３．５ ４７．１ ２６．１

４０歳代 ２２４ １００．０ ２７．７ ７２．３ １００．０ ０．６ ３．０ １８．３ ３７．２ ４０．９

５０歳代 ３５３ １００．０ ３１．４ ６８．６ １００．０ ０．０ ３．３ １６．３ ４０．２ ４０．２

６０歳代 ３２１ １００．０ ３１．８ ６８．２ １００．０ １．４ ５．９ １５．３ ４５．５ ３２．０

７０歳代 ３２６ １００．０ ３０．４ ６９．６ １００．０ ０．５ ８．６ ２９．５ ３４．５ ２５．９

８０歳代～ １３２ １００．０ ４４．７ ５５．３ １００．０ １．４ ２１．７ ２６．１ ３０．４ ２０．３

男計 １６５７ １００．０ ３１．５ ６８．５ １００．０ ０．５ ６．６ ２０．７ ３９．６ ３２．４

女

～２０歳代 １５３ １００．０ ３６．６ ６３．４ １００．０ ０．０ １３．７ ３１．６ ２８．４ ２６．３

３０歳代 １８３ １００．０ ３４．４ ６５．６ １００．０ ０．８ ８．４ ３７．０ ３８．７ １５．１

４０歳代 ２３５ １００．０ ３４．０ ６６．０ １００．０ ０．７ ４．６ ２９．４ ３９．９ ２５．５

５０歳代 ４１１ １００．０ ３３．１ ６６．９ １００．０ ０．４ ４．０ ２３．８ ４１．０ ３０．８

６０歳代 ４０４ １００．０ ３２．２ ６７．８ １００．０ ０．４ ７．８ ３０．４ ４０．７ ２０．７

７０歳代 ３９１ １００．０ ３４．０ ６６．０ １００．０ ２．１ １７．６ ３４．０ ３０．７ １５．５

８０歳代～ １９３ １００．０ ４３．５ ５６．５ １００．０ １．９ ２２．３ ３４．０ ２５．２ １６．５

女計 １９７０ １００．０ ３４．６ ６５．４ １００．０ ０．９ １０．２ ３０．５ ３６．４ ２２．１

注：１）山口県地域振興部「中山間地域づくりビジョンアンケート」（２００５年６～７月実施）の集計表より作成
（無回答は含まない）。

２）アンケートは，県内中山間地域（旧村単位）１０地区を選び，地域に居住する１８歳以上の世帯員全員に対
して実施された（配布数＝２５１２世帯・５８３２人，回答数＝２０８６世帯・４７７１人，世帯員単位の回収率＝８２％）。

３）「不明」の表示を省略したために，各欄の合計は１００にならない。

資料：小田切徳美『農山村再生』（岩波書店，２００９年）p３４より抜粋。
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の市場規模となる（納入業者のマージン等も含む）。鳥栖市の生産農業所得が約２０億円であるので，

その１割の規模に相当する。単純に，金額ベースで１０％を直売所・応援志隊を通じて地元産農産物を

供給するとすれば，その販売金額は２，０００万円となる。先に記したように年間６０万円の所得増を前提

とすれば，約３３戸の農家をカバーすることができる。もちろん，販売金額と所得といった相違がある

が，全体の位置関係を捉える点に注目すれば，上記のようになる。同様に２０％では４，０００万円・６７戸，

３０％では６，０００万円・１００戸という具合になる。直売所の出荷者協議会には，約３００人が加入している

ことを踏まえると，決して無視できない経済的メリットということができる。もちろん，こうした

「小さな経済」は，学校給食だけではなく直売所での一般販売にもいえることであるが，学校給食の

安定的かつ確実に販売できる点に大きな意義があろう（今後の少子化も考慮する必要はあるが）。

他方，地元産農産物を使用する上での大きな問題が，農産物価格の問題と農産物の規格・量の問題

であった。

農産物価格については，それぞれの立場によって捉え方が大きく異なっている。すなわち，応援志

隊など生産者サイドは，直売所の一般農産物に引きずられる形で学校給食用は一般農産物よりも５％

以上安いと感じている。これに対し納入業者は，青果市場よりも直売所の方が２割ほど高いとみてい

る。他方，学校サイドは，現在は両者の価格差をほとんど感じていないようである。こうしたことか

ら，それぞれの立場，その時々の印象などの主観性が前面に出た形での齟齬であるように思われる。

農産物の出回り時期や各産地の収穫状況（量・品質）などにより異なるのは事実であるが，おそらく

はそれらの変化を踏まえた上で，実際に発注と給食会計を担当している学校サイドの感覚が最も実態

に近いのではないだろうか。そこで，客観性にもとづく価格の実態を把握すべく，ヒアリング調査を

した関係機関に価格に関する資料を求めたが，特に把握した資料・データはないとのことであった。

各立場において価格に対する齟齬がある以上，客観的な価格の把握とその提示が，地元産農産物の使

用を拡大する上において不可欠である。その点，直売所およびＡさんが提案している週頭の価格での

固定化や年間のプール計算による固定価格の提示などは，農産物価格の客観的把握と，それぞれの立

場に対しての農産物価格の明瞭化の提示に寄与する。

同時に，価格の客観的把握は，生産者に対する１つの課題でもある。ヒアリング調査をした応援志

隊のメンバーも，学校給食に地元産農産物を供給することによりどの程度の販売収入があるのか把握

できていなかった。その理由には，直売所での販売金額が学校給食用・一般販売ともに，生産者名義

の通帳に農協から一括して振り込まれる仕組みになっているためである。応援志隊の生産者の多くが，

経済的メリットよりも食育に力点をおいて活動に取り組んでいるとはいえ，やはりこれら活動の取り

組みに対する経済的貢献の度合いも分かりやすく明示する必要があるのではないか。さらに，地元産

農産物の供給を増やすために新たな応援志隊のメンバーを募り拡大する上においても，食育という外

部効果とともに経済的役割といった判断材料も合わせて提示する必要があろう。

また，農産物の規格問題は，全国の事例においても最も重要な問題となっている。規格の問題も，
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価格同様にそれぞれの立場によって見解は異なる。生産者サイドは，�規格の均一化の難しさ（Ｂ・

Ｃ），�規格外（２級品）の農産物も使用できないか（Ａ・Ｃ）という意見である。消費者サイドは，

�ある程度の不均一は調理員も理解している（Ｆ・Ｇ），�大量かつ特定品目では規格の均一化が必

要（Ｇ・Ｈ）という見解である。流通業者サイドは，�規格のばらつきと量の確保の問題（Ｄ・Ｅ）

をあげている。こうした規格に対する相違に対し，生産者サイドでは，例えばニンジンでの取り組み

のように学校給食で調理しやすい品種の選定とその普及を図ることや営農指導員による技術的サポー

ト，栽培カレンダーの作成など様々な工夫・改善をおこなっている。そのことが，近年では応援志隊

の農産物の品質が向上しているという評価に結びついているといえよう。

このような努力もさることながら，ヒアリング調査を実施した限りにおいて問題の根幹は，それぞ

れの立場で主張する地元産農産物の規格自体が一致・統一されていないように思われる。つまり，完

全な「黒」あるいは「白」の規格に対する認識は共有しているが，いわゆる「グレーゾーン」の部分

に関してはかなり幅が広く，捉え方も異なるように思われる。おそらく生産者・消費者・流通業者も，

こうした疑問を感じているのではないか。とすれば，生産者・消費者・流通業者やコーディネート役

としての行政・農協などの関係諸機関の糾合のもと，実際に農産物を見比べながら，どの程度の大き

さや規格であれば学校給食に使用するのに問題がないのか，あるいは献立と調理方法をもとにどの程

度の状態（泥の付着や外の葉の状態など）のものまで可能であるのかなど，「グレーゾーン」の明確

化が何よりも優先される必要があろう。そのことが，最も迅速に地元産農産物の供給拡大に直結し，

地元産使用率の向上につながるためである。
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